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​法人税法における少額の減価償却資産の即時の損金算入における​

​通常の 1 単位の解釈についての意見書​

​拝啓　時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。​

​今般、お問い合わせを頂きました表題の件につきまして、小職の見解を記載しましたのでご査収の上ご検​

​討の程、宜しくお願いいたします。​

​敬具​

​記​

​貴社が、少額の減価償却資産を即時に損金算入する場合には、以下の点が考慮されます。​

​1.​ ​一の資産の使用可能年数が１年未満であること。​

​この場合の「使用可能期間が１年未満のもの」とは、法定耐用年数でみるのではなく、その法人​

​の営む業種において一般的に消耗性のものと認識され、かつ、その法人の平均的な使用状況、補​

​充状況などからみて、その使用可能期間が１年未満であるものをいいます。例えば、テレビ放映​

​用のコマーシャルフィルムは、通常、減価償却資産として資産計上し、法定耐用年数２年で減価​

​償却しますが、テレビ放映期間は１年未満であることが一般的です。したがって、テレビ放映の​

​期間が１年未満のものは、「使用可能期間が１年未満のもの」に該当します。​

​2.​ ​一の資産の価額が１０万円未満であること。​

​この取得価額は、通常１単位として取引されるその単位ごとに判定します。例えば、応接セット​

​の場合は、通常、テーブルと椅子が１組で取引されるものですから、１組で１０万円未満になる​

​かどうかを判定します。また、カーテンの場合は、１枚で機能するものではなく、一つの部屋で​

​数枚が組み合わされて機能するものですから、部屋ごとにその合計額が１０万円未満になるかど​

​うかを判定します（1.2国税庁 HP より）。​

​上​​記​​２.​ ​に​​お​​い​​て​​言​​い​​換​​え​​る​​な​​ら​​ば、​​そ​​れ​​ら​​が​​独​​立​​し​​て​​機​​能​​す​​る​​ほ​​か​​に、​​複​​数​​の​​集​​合​​体​​と​​な​​る​​こ​​と​​で​​「さ​

​らに一定の機能が付加される場合」にその集合体をもって「通常の１単位」とするか否かの議論が発生す​

​ることをいうのであって、複数の集合があっても、それら完全に個々に独立しており、​​単純に合計される​

​こと以外の価値増加が全く存在しないものについては、その個々が「通常の１単位」となる他に議論の余​

​地はないと解釈される​​と考える。​

​以上​


